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農政産業観光委員会会議録 

 

日時     令和４年１０月４日（火）   開会時間 午前 ９時５９分 

                      閉会時間 午後 ３時３９分 

 

場所     委員会室棟 第３委員会室 

 

委員出席者  委 員 長   清水喜美男 

       副委員長   臼井 友基 

       委  員   白壁 賢一  志村 直毅  向山 憲稔  藤本 好彦 

              長澤  健  浅川 力三  水岸富美男 

 

説明のため出席した者  

   農政部長 大久保 雅直  農政部次長 原田 達  農政部技監 斉藤 修 

   農政部技監 勝俣 匡章  農政部参事 茂手木 知 

   農政部参事（畜産課長事務取扱） 渡邉 聡尚  農政総務課長 小髙 和也 

   担い手・農地対策課長 原田 武  販売・輸出支援課長 石川 英仁 

   農業技術課長 功刀 徹  果樹・６次産業振興課長 鈴木 幾雄 

   食糧花き水産課長 小林 栄司  農村振興課長 向井 孝彦  

   耕地課長 浅川 一輝 

 

   公営企業管理者 中澤 宏樹  企業局次長 瀧本 勝彦 

   企業局総務課長 雨宮 学  電気課長 功刀 稔永 

   新エネルギーシステム推進室長 宮崎 和也 

 

   産業労働部長 山本 盛次  産業労働部次長 有泉 清貴 

   産業政策課長 中澤 一郎  成長産業推進課長 行村 真生  

   産業振興課長 三科 隆人  労政雇用課長 渡辺 正尚 

   産業人材育成課長  柏原 隆仁 

   労働委員会事務局長 渡辺 真太郎  労働委員会事務局次長 丸山 正雄 

 

   観光文化部長 赤岡 重人  観光文化部次長 小泉 嘉透 

   観光文化部次長 村松 久  観光文化政策課長 樋田 洋樹  

   観光振興課長 矢野 久  観光資源課長 丸山 孝 

   世界遺産富士山課長 和泉 正剛  南アルプス観光振興室長 笠井 利昭 

   文化振興・文化財課長 柳沢 章司 

 

議題 （付託案件） 

第１７９号  令和４年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中農政産業観光

委員会関係のもの及び第２条繰越明許費の補正中農政産業観光委員会

関係のもの 

第１８１号  令和４年度山梨県営電気事業会計補正予算 

 

請願第４－３号  最低賃金の改善と中小企業支援の拡充を求める意見書の採択を求める

ことについて  

 

審査の結果   付託案件については、いずれも原案のとおり可決すべきものと決定した。ま
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た、請願第４－３号については継続審査すべきものと決定した。 

 

 

審査の概要   まず、委員会の審査順序について、農政部関係、企業局関係、産業労働部・

労働委員会関係、観光文化部関係の順に行うこととし、午前９時５９分から午

前１１時３５分まで農政部関係の審査を行い、休憩をはさみ、午後１時から午

後１時１２分まで企業局関係の審査を行い、休憩をはさみ、午後１時２８分か

ら午後２時３８分まで産業労働部・労働委員会関係の審査を行い、休憩をはさ

み、午後２時５３分から午後３時３９分まで観光文化部関係の審査を行った。 

 

 

主な質疑等  農政部関係 

※第１７９号  令和４年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中農政産業観光委

員会関係のもの及び第２条繰越明許費の補正中農政産業観光委員会関係

のもの 

 

質疑 

 

       （県１ＪＡ化推進支援事業費補助金について） 

志村委員    農２ページ、県１ＪＡ化推進支援事業費補助金についてお伺いします。 

        この補助金を支出して、理解促進を図るためのリーフレット作成を支援する

ということですが、誰を対象にして理解促進を図っていくのでしょうか。 

 

小髙農政総務課長 組合員が対象となっております。 

 

志村委員    組合員を対象にということですけれども、県から補助金を支出して組合員向

けのリーフレットを作成すると理解してよろしいですか。 

 

小髙農政総務課長 組合員向けに、農協合併のメリット等をわかりやすく表現した内容を想定

しております。 

 

志村委員    令和元年度に県１ＪＡ化課題分析調査支援事業費で補助をしまして、課題調

査をされていると思うのですが、これについてどのような内容だったのか、そ

の報告等はいただいているのでしょうか。もし、いただいているのでしたら、

簡潔に、その内容をここで御説明いただけますでしょうか。 

 

小髙農政総務課長 令和元年８月に、この県１ＪＡ化に向けた課題の調査分析を実施するとし

て、６月補正で県１ＪＡ化課題分析調査支援事業費を組んだものでございます

が、この調査におきまして、各ＪＡ役員や組合員へのアンケート、聞き取り調

査を実施いたしまして、ＪＡが抱える課題やＪＡに期待する役割などに関する

意見を集め分析する中で、今後のＪＡのあり方を検討いたしたところでござい

ます。 

        その結果、ＪＡが取り組む方針として、ＪＡの総合機能をフルに活用した、

もうかる農業の実現、そして、営農指導体制の強化と組合員とのコミュニケー

ションの強化、地域社会基盤、インフラの活用を通じた地域の活性化を提示し、

これを実現するためのあるべき姿の一つとして１ＪＡ化を位置づけたものでご

ざいます。 
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志村委員    承知しました。 

        ＪＡ中央会からも、その調査を経て、今回のリーフレット作成ということな

ので、基本的には１ＪＡ化に向けて進んでいくという方針だと理解します。県

としても、１ＪＡ化を支援するということですから、ＪＡ中央会が推進するよ

うに、県としても１ＪＡ化という方向性を推進していくと理解してよろしいで

すか。 

 

小髙農政総務課長 ＪＡは本県農業を支える重要な役割を果たしておりますので、県としても

１ＪＡ化に向けた支援を行ってまいりたいと考えております。 

 

志村委員    わかりました。 

        秋田県やほかのところでも１ＪＡ化をやっていて、一番大きなＪＡが「１Ｊ

Ａ化はちょっとな」ということで、組合員を大勢抱えているところが離脱とい

うようなこともあります。山梨県内でも１ＪＡ化は順調に進んできているとは

言えませんが、合併して１ＪＡ化したときに、組合員にとっての利益が最大化

するのかどうかは、この調査を受けて、県として評価できるのかが非常に重要

なところです。 

        組合員向けのリーフレットと言いますけれども、当然、准組合員層の方々も

非常にふえていまして、そういった方々にも理解していただけるような形で進

めていただく必要があると思います。推進していくということは結構ですけれ

ども、きちんと対応していただきながら取り組んでいただき、事業効果が出る

ようにやっていただきたいと思いますけれども、その点について御所見をお伺

いします。 

 

小髙農政総務課長 今回のリーフレットの対象は、正組合員のほか、准組合員も対象となりま

す。やはり、農協の合併におきましては、組合員の理解が必要ですし、組合員

のための合併というところが重要になってくるかと思いますので、そういった

ことの中で、この事業を推進してまいりたいと考えております。 

 

志村委員    承知しました。 

 

       （海外商標登録事業費について） 

        次に、農８ページ、海外商標登録事業費についてです。 

        富士の介に関しては、県の水産技術センターが開発されまして、私たちも試

食させていただきましたけれども、非常に引き合いも高くて、富士の介の名称

は日本で商標権を取得していると伺っています。 

        一方、県外では、栃木県が開発したイチゴの「スカイベリー」ですとか、岡

山県産のシャインマスカット「晴王」という名前で、中国の業者に商標登録さ

れてしまったという事案もありました。 

        現在、富士の介は海外に輸出されているということでありますけれども、こ

ちらも、早急に海外における商標、知的財産権をしっかり保護していくことが

必要だと思います。 

        そこで、今回の補正で計上されている、この事業の内容について幾つか伺い

たいと思います。 

        まず、富士の介は、今、そもそもどのくらい輸出されているのか、この点に

ついてお願いします。 

 

小林食糧花き水産課長 現在、輸出につきましては、タイとシンガポールに輸出をしており、
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シンガポールに１．７トン、タイに１．４トン程度であります。 

 

志村委員    承知しました。 

        海外でも「富士の介」という名称で販売されていると理解してよろしいので

しょうか。 

 

小林食糧花き水産課長 名称につきましては、輸出先国でも日本と同様に「富士の介」の名称

が使われております。また、日本で商標登録をしましたロゴマークをつけて流

通させていただいております。 

 

志村委員    承知しました。 

        好評を得ていると理解してよろしいのでしょうか。商標登録をしていくとい

うことになると、先ほど繰越しでということもありましたけれども、実際には

登録を行う相手国や登録のスケジュールはどうなっていくのでしょうか。 

 

小林食糧花き水産課長 登録予定国につきましては、シンガポール、タイ、台湾、香港、中国

の５カ国を予定しております。 

        スケジュールにつきましては、登録が完了する時期が登録先の国により異な

りますため、登録まで１年半程度かかる国もございます。このため、今回の５

カ国全てで登録が終了するのは、来年度末ごろを予定しております。 

 

志村委員    承知いたしました。 

        富士の介の生産量をふやしていただいて、海外にもしっかりと輸出を拡大し

ていただくという意味では、海外での登録は本当に重要ですので、これからも

しっかりとスケジュール感を持って取り組んでいただけたらと思っております。 

 

       （県産果実魅力発信事業費について） 

        次に、農４ページ、県産果実魅力発信事業費についてです。 

        これは、１，５００万円かけてプロモーション動画の制作、ウエブ広告の掲

載等ということですけれども、これまでの委員会でもいろいろと質問等があっ

たと理解しているのですが、今回は、どのような事業内容でしょうか。 

 

石川販売・輸出支援課長 今回制作するプロモーション動画についてでございますが、県産果

実が農家の熟練された、たくみの技によりまして、手間をかけてつくり上げら

れた芸術品であるというテーマで制作するものでございます。このため、農家

さんを取材しまして、農作業ですとか、収穫した果実を撮影・編集しまして、

映像美あふれるような動画を検討しているところでございます。 

 

志村委員    わかりました。 

        ということになると、これは繰越しになっておりますが、そもそも、今シー

ズンは果実等の農産物がほぼ終わりの方向に向かっている中で、来年度にかけ

て制作することになると思うのですが、具体的に、どのような品目で、どのよ

うな農家さんにという、対象は絞ってあるのでしょうか。 

 

石川販売・輸出支援課長 具体的な制作ですけれども、撮影する果実につきましては、桃とブ

ドウを予定しております。これは、県産果実を代表する果物でありますし、輸

出実績でも９９％を占めるものになります。 

        例えば、桃ですと、これからの農作業として、秋の施肥から始まりまして、

剪定、それから春先に行う摘蕾ですとか摘花、授粉、そういった作業を撮影し
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たいと考えております。 

        また、ブドウにつきましては、やはり秋から施肥に始まりまして、剪定、そ

れから春先の房づくりといった農作業を一つ一つ丁寧に取材をいたしまして、

それを編集することによりまして、どれだけ手間がかかってすばらしいものが

できているのかを動画として公開していきたいと考えております。 

 

志村委員    私も農業をしているので、タイミング的には、ここから制作していくのも一

つの考え方かなと思います。ただ、目的が国内外におけるブランド力を強化す

るということなので、販売するときにできていないといけないと思います。今

回は、来年度の収穫までかけて動画を制作すると、その次のシーズンに向けて

ということになってしまいますか。その辺のスケジュール感、また、県産果実

のブランド力を上げるため、どこに向けて発信していくのでしょうか。 

 

石川販売・輸出支援課長 動画の公開時期につきましては、来年の出荷時期に間に合うように

進めていきたいと考えております。 

        ブランド力向上ということですけれども、今、公開するに当たって検討して

いるのが、動画の配信サービスのインストリーム広告へ掲載したいと考えてお

ります。 

        また、この動画配信サービスのほかに、果実専門店の店頭での上映、観光施

設での放映、そのほか、県公式フェイスブックやツイッター、それから、今、

海外へ輸出拡大の取り組みを進めておりますが、その中で海外向けＳＮＳの情

報発信をしておりますので、そういったところで動画を公開してまいりたいと

考えております。 

 

志村委員    そうやって制作をしていただいて、発信をしていただいて、山梨県の果実の

ブランド力が非常に高まっていくことを期待しています。 

        これまでにも制作したものを発信されていると思います。あとは効果です。

どれだけ効果があったのか、例えば、どれだけ購買されたのか、どれだけ動画

が閲覧されたのかということは、ある程度の期間ごとに集計なりを公表、ある

いは委員会にも教えていただいて、事業効果がどれだけ上がっているのかがわ

かるようにしていただきたいと思うのですが、最後に、その点についてお伺い

します。 

 

石川販売・輸出支援課長 今回予定しておりますユーチューブへの動画配信サービスにつきま

しては、どれだけの方がそこにアクセスをして視聴されたのかを、今回の事業

の中で設定いたしまして、クリック数ですとかそういったものの報告を受ける

ような形で、今検討を進めているところでございます。 

 

向山委員    今の、県産果実魅力発信事業費について確認させていただきます。 

        これは、配信サービスはユーチューブとかを使うということですけれども、

基本的には海外の方向けの取り組みということでいいのでしょうか。 

 

石川販売・輸出支援課長 海外も含めまして、国内向けにも情報を発信していきたいと考えて

おります。 

 

向山委員    そうすると、外国語用と日本語用など、何種類かつくるという意味でしょう

か。 

 

石川販売・輸出支援課長 基本的には日本語で撮影したものになりますが、海外向けには、英
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語や中国語などの字幕をつけたもので動画を公開していきたいと考えておりま

す。 

 

向山委員    承知しました。 

        この動画広告費は金額が高いのですが、どれだけ事業効果があるのかは、な

かなか計測しづらいところがあると思います。今回、これをつくるに至ったの

は、農業者さんからの要望があったのか、それとも、海外のプロモーターから

そういうものをつくったほうがいいという提案があったのか、どのような経緯

でしょうか。 

 

石川販売・輸出支援課長 今回、この動画の予算を計上させていただきましたのは、やはり、

非常にすばらしい県産果物ができている中で、国内でも、海外でも、他県産や

他国産との競争にさらされている状況があります。こうしたことから、県産の

果物が、いかに手間をかけてつくられており、すばらしいものであるかを訴求

するために必要ではないかということで、今回、予算を計上させていただいた

ところでございます。 

 

向山委員    誰かからの要望ではなく県庁内で協議されてということですね、わかりまし

た。 

        １，５００万円をかけてのウエブ広告動画というのは、どういった専門の会

社を想定してお願いする予定でしょうか。 

 

石川販売・輸出支援課長 まず、動画の制作につきましては、芸術品であるということを訴求

する動画になりますので、過去に同様の実績を有するような会社を想定してお

ります。 

        また、ユーチューブ等へ動画の広告掲載につきましても、どういう視点で広

告、動画をつくれば視聴者に受け入れられるのかといったことも考慮しながら

つくる必要がございますので、動画広告の掲出とあわせて、制作も一緒に発注

したいと考えております。 

 

向山委員    プロポーザルでやるということでよろしいですか。 

 

石川販売・輸出支援課長 契約方法につきましては、どういった形で進めていくのがいいのか

ということで、今、検討しているところでございます。 

        以上です。 

 

向山委員    承知しました。 

 

       （省エネ・再エネ設備導入加速化事業費補助金について） 

        次に、農６ページ、省エネ・再エネ設備導入加速化事業費補助金についてで

す。 

        委員会の県外視察でもスマート農業を見させていただきまして、太陽光など

の再生可能エネルギー使った施設の導入はすごくいいと思います。 

        一点、今回は金額がかなり大きいと思うのですが、この補助の申請者に支払

うのは、設置した後になるのか、今、決まっている部分で教えていただきたい

と思います。  

 

鈴木果樹・六次産業振興課長 今年度中に納品・設置・稼働して、支払いまで済み、事業報告

が完了することが条件となっております。 
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向山委員    農家さんが自己資金で設置し、補助はその後となると、これだけの金額を自

分で用意しなければいけないということだと思いますが、そこら辺の対策は何

かお考えになっていますでしょうか。 

 

鈴木果樹・六次産業振興課長 全体が１億２，０００万円となっておりますが、補助額は、再

生可能エネルギー設備等については６００万円が上限、省エネ等については３

００万円が上限となりますので、何千万円もの事業費がかかるというところに

は設定されていないことになります。 

        あと、概算払いという対応もありますが、そこについては、今後検討してい

くところになります。 

 

向山委員    ぜひ、概算払いを検討していただきたいと思います。 

        言うまでもなく、燃料費の高騰等で３００万円とか６００万円でも、かなり

大きな金額ですので、金融機関とも連携して、概算払いで対応できるように制

度設計していただき、中小の本当に小規模の農家さんも導入できるような形で

検討していただきたいと思います。その点について、最後に御答弁をいただき

たいと思います。 

 

鈴木果樹・六次産業振興課長 委員の今の御意見を十分考慮しながら検討していきたいと思い

ます。 

 

向山委員    最後に一点だけ、この１億２，６００万円で、何事業者さんが、どのくらい

の想定で申し込むかという想定数があればお伺いしたいと思います。 

 

鈴木果樹・六次産業振興課長 具体的には細かくは決まっておりませんが、多くはＪＡの共選

所関係のＬＥＤの更新というところになっております。予算の内訳につきまし

ては、省エネ設備の更新がＪＡの共選所、それから農業法人等の野菜の保冷庫

等が中心になってきております。 

 

向山委員    件数が難しいようであれば、積算して１億２，６００万円になっていると思

うのですが、どのくらいの金額の規模で、この予算を振り分けているのかがわ

かればお伺いします。 

 

鈴木果樹・六次産業振興課長 内訳ですけれども、省エネ関係が３５件、再エネ関係が３件に

なっております。省エネ関係が約１億円、再エネ関係が２，０００から３，０

００万円の補助の内訳になっております。 

 

       （県１ＪＡ化推進支援事業費補助金について） 

藤本委員    農２ページ、県１ＪＡ化推進事業費についてです。 

        先ほどやり取りがあり、県としても調査をされたということですが、全国で

は２０年前から奈良県を皮切りに１ＪＡ化が始まりました。そうはいいまして

も、なかなか１ＪＡ化が進まなかった背景には、それなりに理由があると思い

ます。 

        本県の各単位の農協から、本県でも１ＪＡ化を進めたい、ぜひ山梨県でも１

ＪＡになってもらいたいという声が本当にあるのか、もう一度確認させてくだ

さい。 

 

小髙農政総務課長 ＪＡにおいては、１ＪＡ推進協議会を昨年１２月に立ち上げております。
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その中で合併の検討を進めてきたところ、今般、令和７年２月に県１ＪＡとし

て合併するということを決めたものでございます。 

        また、ＪＡからも、それに際して県の助言や支援をということで、この８月

に知事に対して要望があったところでございます。 

 

藤本委員    ３年後の２月をめどに合併するという結論が出ているということを教えてい

ただいたのですが、先日、知事にも関係団体の方たちが要望したということで

すが、本県でも２７市町村が合併するまでに、いろいろな紆余曲折があったと

思います。メリットもあればデメリットもあると思います。今、私たちが生活

している周りのＪＡも、だんだんと支所機能が統廃合され、本来、地域のライ

フラインであった支所も、中山間地域を初め、多くが姿を消し始めています。 

        これは、本当に組合員、准組合員の皆様にとってプラスに働くのか、そこら

辺をもう一度お伺いさせてください。 

 

小髙農政総務課長 今、委員が御指摘のように、それぞれ合併の効果としてメリットとデメリ

ットがあるかと思います。そういう中で、具体的な対応策について十分な検討

を行っていくものでございまして、あくまでも組合員、農業振興のための合併

だというところで検討を進めていると伺っておるところでございます。 

 

藤本委員    先ほどの志村委員への答弁にありましたように、県としての姿勢は１ＪＡ化

を支援していくとのことですけれども、先ほどのアンケートは、どれだけの母

数があって、どれだけの方たちが賛成しているのか。また、都市部にある農協

と、私の地元のような中山間地域を抱えているような農協だと、役割が本当に

違ってくると思いますので、県としても中央会から合併を推進していくための

この事業、リーフレットの…… 

 

清水委員長   藤本委員に申し上げます。一問一答形式で簡潔明瞭にお願いします。 

 

藤本委員    失礼しました。 

        先ほどアンケートを、ヒアリングを取ったということですけれども、どれだ

けの母数があったのかお伺いします。 

 

小髙農政総務課長 アンケートの対象母数ということですが、今、手元に資料がございません

ので、後ほどお示ししたいと考えておりますがよろしいでしょうか。 

 

藤本委員    アンケートを取る上では、やっぱり母数が大事かと思います。県の事業を進

めていく上でも、ヒアリングやアンケートの母数で方向性がある程度決まって

くると思います。母数を示して、本県を支えている農業者、組合員の皆様、准

組合員の皆様が、本当に１ＪＡ化を目指しているのかということが確認できま

せんと、県として合併ありきで支援していくと、私たち審査する側は、そう判

断せざるを得ません。 

        委員長、その母数を、この審査が終わる前に教えてもらいたいと思います。 

 

小髙農政総務課長 済みません、すぐに調べますので、よろしくお願いいたします。 

 

       （県産果実魅力発信事業費について） 

藤本委員    次に農４ページ、県産果実魅力発信事業費についてです。 

        先ほど県産果実魅力発信事業費のやり取りがあったのですが、私の聞き間違

いであれば訂正していただきたいと思います。今回、プロモーションをかける
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のはブドウと桃ということだったのですが、間違いないでしょうか。 

 

石川販売・輸出支援課長 プロモーション動画をつくる対象の果物につきましては、桃とブド

ウになります。 

 

藤本委員    先ほど石川課長さんが、本県の代表的な果実として桃とブドウと言われたの

ですが、もう一つあるような気がします。私は、そのもう一つはスモモだと思

うのですが、スモモはプロモーションをかけないのでしょうか。 

 

石川販売・輸出支援課長 今回、桃とブドウでつくることにしましたのは、令和３年の農業生

産額のうち、果実が約６２％を占めております。おおよそ６８６億円となって

おります。そのうち桃が約１９０億円、ブドウが４２４億円ということで選定

したものになります。 

        スモモにつきましては、現時点で動画を制作する予定はないのですが、今後

必要に応じて制作を検討していきたいと考えております。 

 

藤本委員    スモモは自由化にもなりましたし、これから大変な競争にさらされていくと

思いますし、また、石川課長さんの地元からも期待を込められていると思いま

すし、スモモの産地だと聞いていますので、ぜひ、スモモも桃とブドウに置い

ていかれないよう、県としても、そのプロモーションを前向きに検討していた

だきたいと思いますが、御所見をお伺いいたします。 

 

石川販売・輸出支援課長 スモモも本県を代表する果物であるということは十分認識をしてお

ります。今年度もスモモのプロモーションに力を入れて取り組んだところでも

あります。そういったことからも、今後検討していきたいと考えております。 

 

       （省エネ・再エネ設備導入加速化事業費補助金について） 

志村委員    済みません、省エネ・再エネについての確認ですけれども、積算からいくと、

ＪＡと農業法人の野菜の関係で積み上げているとの説明でしたが、例えば、そ

れ以外の事業者が希望した場合は対象にならないということですか。 

 

鈴木果樹・六次産業振興課長 要件が整っていれば十分対象にはなります。 

 

志村委員    個人事業主の農家の方から農業法人の方々あるいはＪＡのような大きなとこ

ろまで、要件に合致すれば利用できるということでよろしいですか。 

 

鈴木果樹・六次産業振興課長 委員御指摘のとおりでございます。 

 

志村委員    承知しました。 

 

       （県１ＪＡ化推進支援事業費補助金について） 

小髙農政総務課長 先ほどのアンケート結果の件ですが、対象者は正組合員でございます。正

組合員を抽出し、郵送及びＪＡ職員による調査票の配付回収という形を取りま

した。回収率は６８％、回収数は２７９通ということでございます。 

 

藤本委員    ２７９通で６８％ということですが、そうしますと、その中で推進をしても

らいたいという意見、ちょっと待ってという意見があったと思うのですが、推

進したほうがいいという意見は、どの程度あったのでしょうか。 
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小髙農政総務課長 このアンケートにおいて約９割が抜本的な改革が必要だと答えております。 

 

藤本委員    今課長からの答弁にありました、９割が抜本的な改革をしたほうがいいとい

うのは、県下１ＪＡになってもらいたいという意見と認識してよろしいのでし

ょうか。 

 

小髙農政総務課長 抜本的な改革において、「今後、山梨県のＪＡが向かうべき方向」という中

で、母数は先ほどの２７９でございますが、１つのＪＡあるいは幾つかのＪＡ

に統合するという意見が約半分を占めております。 

 

藤本委員    つまり、「ＪＡを何とかいい方向に持っていってもらいたい」という中に、「さ

らなる統合」という欄がありまして、その先に１ＪＡとは書いていないけれど

も、そう認識されてアンケートの回答結果をまとめたと理解してよろしいので

しょうか。 

 

小髙農政総務課長 この中に、「１つのＪＡに統合する」というものが全体の約４分の１、２４．

７％ありました。それから、「幾つかのＪＡに統合する」というものが２１．５％

あり、これを合計しますと約５割になります。その他は、「わからない」「無回

答」といったものなどでございます。 

 

藤本委員    本県の農業者、組合員の皆さん、基幹的な農業従事者の皆さんが、本当に農

協の１ＪＡ化を望んでいるかどうか、私が現場を歩いただけではわからなかっ

たので、今回、この事業が補正予算にありましたので、両方の意見があるとい

うことを県として認識していただきまして、今後の周知徹底に努めてもらいた

いと思います。 

 

大久保農政部長 この１ＪＡといいますのは、農協の皆様方がさまざまな組合員の意向を聞く

中でも、いろいろな検討をして積み重ねてきたと承知をしています。これは、

もちろん組合員の所得の増大ということ、それから、今の農協の経営体質を見

るとかなり厳しい経営体質なので、その経営体質をしっかり強化しなければな

らないという考えのもとに、この１ＪＡということをみんなで考えていこうと

いう状況です。 

        今回、予算へ出させていただいたリーフレットが何のためかというと、組合

員に対して、いわゆる１ＪＡの理解の促進を得るためのものです。ですから、

そういったものでみんなに理解を深めていただく、あるいは議論をしていただ

くための材料とお考えをいただければと考えております。 

 

討論     なし 

 

採決     全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。  

 

※所管事項 

質疑 

（これまでのプロモーション事業にかかる資料について） 

志村委員    １点だけ伺います。今までやられていたプロモーション関係の動画とか発信

をするプロモーション事業について、これまでやってきたものの一覧と、それ

からどのような事業効果があったのか。例えば、ＳＮＳやユーチューブとかで
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既に出しているのであれば、どのくらい閲覧され、反応がどうだったのかとい

う資料を、きょうでなくてもいいのですがいただいて、参考にしたいと思いま

すが、いかがでしょうか。 

 

清水委員長   ただいま志村委員から要求のありました資料につきまして、委員会として執

行部に要求してよろしいでしょうか。 

 

（「異議なし」の声あり） 

 

石川販売・輸出支援課長 県が、これまで取り組んでまいりましたプロモーションにつきまし

ては、一覧にしまして、また効果ですとか、どういった反応があったのかとい

ったところを整理いたしまして、資料として御提供させていただきたいと思い

ます。 

 

志村委員    その際に、どこの事業者さんが、経費も含めてどのぐらいの実績だったかと

いうことも参考につけていただきたいと思いますので、よろしくお願いします。 

 

石川販売・輸出支援課長 委員御指摘の事業者、契約額を含めまして、資料としてまとめさせ

ていただきたいと思います。 

 

清水委員長   では、追加の要求資料を含めて、提出をお願いいたします。 

 

（表彰制度について） 

藤本委員    ２つお伺いします。まずは、表彰制度について伺います。 

        本県では県内各地域で営農に励んでおられる、特に優れた生産技術ですとか

経営状況などを展開されています事業者、また個人や組合、法人などの団体を

表彰されている制度があると承知しています。 

        例えば、今から５０年以上前に創設された農業賞もそうだと思いますが、初

めに、本県の農業者を表彰する制度について、現在、本県では、どのような表

彰制度があるのかお伺いいたします。 

 

功刀農業技術課長 県内の優秀な農家さん、優良な取り組みを行っている農家さんの表彰です

が、新聞社などが主催している農業賞ということで、県が支援したり、審査に

加わったりということでいくつかございます。代表的なものといたしましては、

ＹＢＳと山日新聞が主催しています山日ＹＢＳ農業賞、ＮＨＫ等が行っていま

す日本農業賞、毎日新聞が行っています毎日農業記録賞等々がございまして、

そういったもので優秀な農家さん等の取り組みを表彰しているところでござい

ます。 

 

藤本委員    これまでの本県の受賞者の経営体、例えば、経営作物が稲作・畑作・果樹・

蔬菜・花卉・畜産と理解しているのですが、受賞対象者の経営状況、経営品目

というのは、今、私が申し上げたもので間違いないでしょうか。 

 

功刀農業技術課長 経営の対象としましては、果樹、野菜、作物、畜産といったもので、県内

で行われている営農作物が対象になります。 

 

小髙農政総務課長 そのほかの表彰といたしましては、１０月１５日の農業の日にやっており

ます農業まつりにおけます、農水産業の功績者の表彰、また、大日本農会がや

っております表彰といったものもございます。 
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藤本委員    今御答弁いただきました、各種の農業賞などの表彰制度があることによって、

本県農業の振興に果たす役割について、県では、どのように認識されているの

かお伺いいたします。 

 

小髙農政総務課長 こうした表彰を通じまして、農業をやっている方の励みといいますか、そ

ういった方の誇りにもなります。また、そういう農業の表彰を通じまして、山

梨の農業を知ってもらうという中で、山梨の農業の振興に貢献しているものと

考えます。 

 

藤本委員    今、御答弁いただきましたように、この表彰制度があることによって、生産

者の方々が誇りを持てる、また、山梨の農業を知ってもらうということで、さ

まざまなメリットがあることがわかりました。 

        本県では、漁業者、養殖業者を表彰する制度はあるのでしょうか、お伺いい

たします。 

 

小髙農政総務課長 先ほどの農水産業の表彰の中で、水産という部門がありまして、それに顕

著な功績がある方について表彰をさせていただいています。 

 

藤本委員    この農水産業の表彰で、今まで養殖業者が表彰されたことはあるのでしょう

か。 

 

小林食糧花き水産課長 表彰につきましては、毎年、水産業で功績があった方を表彰しており

ます。養殖業者の方もおります。 

 

藤本委員    今御答弁いただきましたように、本県養殖業・水産業・内水面漁業に貢献さ

れている方たちの表彰制度が毎年あるということですが、農業賞であれば山日

さんやＹＢＳさんが、今までの経過等を詳細に公表してくださるのですが、養

殖業や水産業は、今まで表彰があったことすらもなかなか認知されていないと

思いますので、県としましても、本県の中で養殖業や水産業に御尽力いただい

ている方の表彰制度を、もう少し表に出てくるよう、ぜひ御尽力いただきたい

と思いますが、御所見をお伺いします。 

 

小林食糧花き水産課長 表彰制度につきましては、今まで、例えば、ＹＢＳ農業賞なんかはな

いわけですけれども、今後はそういったところと話もしていきたいと思います

し、表彰の中には一定の要件もあろうかと思いますので、そういったものも考

慮しながら検討してまいりたいと思います。 

 

（米国の桃・スモモ視察について） 

藤本委員    最後に、７月、８月に行われました米国の桃・スモモ視察に関することにつ

きまして、順次お伺いいたします。 

        まず、今回７月、８月に２度の調査をされ、国と合同で３回目の調査を行う

ということですけれども、具体的にどういったことをいつごろ行うのか。また、

３回目の調査が終わった後に、その中で得たことを、私たちにいつ報告いただ

けるのかお伺いいたします。 

 

鈴木果樹・六次産業振興課長 ３回目の現地調査につきましては、国と合同でということで、

今、国と日程等を詰めておりますし、現地の生産団体とも日程等を詰めておる

段階ですけれども、１０月中に実施できればと考えております。 
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        あと、３回目の現地調査が終了した後、７月、８月も含めて３回分の現地調

査を取りまとめまして、議員の方々にも調査結果を報告したいと考えておりま

す。 

 

藤本委員    今月中に国と合同で現地調査するということを伺いました。 

        続いて、現地で調査されたスモモの販売価格に関して伺います。 

        カリフォルニア産スモモと桃の販売価格は、これまで２回の現地調査で、現

地の販売店では１キログラム当たり１，０００円前後で販売されており、本県

産や国内産のものとほぼ同じ価格帯で販売されていたということを伺っており

ます。カリフォルニアのスモモと桃の生産農場から収穫をして、それぞれの生

産者の作業小屋へ運んで、作業小屋から陸路で空港へ持っていき、航空便を経

て成田空港か羽田空港に着いた後、陸路によって国内の販売店へスモモが輸送

される。つまり、輸送経費などが上乗せされていると考えていますが、上乗せ

されてもなお販売価格が本県産のものと同じということで、このことについて、

県としてどのように認識されていますでしょうか。 

 

鈴木果樹・六次産業振興課長 今、委員から御指摘のあった件ですけれども、米国産スモモの

輸出の流通につきましては、私たちが調査した中では、輸出業者が、直接輸出

している農家と取引していることが非常に多いということでした。また、現状、

外資系の量販店での取引ということもありまして、流通などの中間コストが非

常に低く抑えられている場合もあるということで、国内産スモモと同程度価格

が可能かと考えております。 

        ただ、調査した中で、非常に機械化やコスト削減が進んでおりますので、県

としましても、それに対抗できるようコスト削減なり省力化も含めて、体質の

強化を図っていきたいと考えております。 

 

藤本委員    流通の中間コスト等が、輸出業者と生産者が連携を深めて抑えられていると

いうことだったのですが、例えば、本県のスーパーで販売されている県産スモ

モや桃の販売価格と、本県のスモモや桃をシンガポールやマレーシアに輸出し

たときに、一般的に価格が同じということがあるのか、お伺いいたします。 

 

石川販売・輸出支援課長 桃、スモモ、ブドウともにですが、現地では国内価格より、おおむ

ね２倍ないし３倍の価格で販売されているという状況はございます。もちろん、

それには輸送費などのコストが上乗せされているものと認識しております。 

 

藤本委員    そうしましたら、本県の価値が付加しているということもあると思うのです

が、一般的には、本県の場合は２倍、３倍と、それだけ流通経費がかかると。

本県の生産者は、汗水流して生産したスモモや桃をできるだけ価値を認めてく

れる場所に出荷して、販売したいと願うのが普通と考えるのですが、ここの認

識は県も同じでしょうか。 

 

石川販売・輸出支援課長 どの農家さんもそうですが、自分がつくったものを少しでも高く販

売できるところへ出したいと思っていると考えております。出荷に当たっても、

ＪＡさんでも、少しでも高い卸売市場に出荷したいと考えていると認識してお

ります。 

 

藤本委員    今、石川課長さんが言われましたように、生産者は、生産者御自身がつくっ

たものをできる限り高く出したいと考えている、私もそう思います。そうしま

すと、米国のカリフォルニア州から日本国内にスモモや桃が輸出されている場
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合、例えば、連邦政府やカリフォルニア州から生産者に対して何らかの支援、

あるいは輸送業者に対して何らかのサポートが行われているのではないかと推

察しますが、県の御所見をお伺いいたします。 

 

石川販売・輸出支援課長 輸出に当たって、例えば、アメリカ政府から生産農家に対して輸送

経費ですとか生産にかかるコストを支援するということは、ＷＴＯに触れるも

のと認識しておりますので、そういったことはないものと認識しております。 

 

藤本委員    そうしますと、今、石川課長さんが言われましたように、生産者と輸送業者

の連携だけで、現地での価格、そして日本国内で販売されている価格というこ

とで認識させてもらうのですが、やっぱりもう少し調べていかないとならない

と思います。 

        そこで、次回の３回目の現地調査ですけれども、このときに、もう一度、ど

ういう形で生産者に対する支援なりサポート、あるいは生産者と輸送業者との

連携が図られているのかを、ぜひ県と国で調査、聞き取りなり調べていただき

たいと思いますが、いかがでしょうか。 

 

鈴木果樹・六次産業振興課長 ３回目の調査につきましては、今、議員御指摘の内容を含めて

調査を進めていきたいと思っております。 

 

藤本委員    続きまして、米国へのスモモ、桃の輸出の実現に向けた取り組みについて伺

います。 

        米国へのスモモの輸出は、今のところ、さまざまな問題からできていません。

一方で、御承知のとおり米国産スモモは、昨年８月から国内に入ってきていま

す。 

        本県は現在、香港、シンガポール、マレーシアなどに輸出しています。ただ、

国と国との間に検疫条件が設定されていないため輸出できないと伺っているの

ですが、これまで県は、国に対してどのように働きかけてきたのか、お伺いい

たします。 

 

石川販売・輸出支援課長 アメリカへの桃、スモモを含めまして、新規の輸出先国に対しまし

ては、国への予算化要望の中で両国間の検疫条件の設定について要望をしてき

ております。 

 

藤本委員    今、検疫条件と伺ったのですが、繰り返しになりますが、国と国との交渉な

のですが、今後、米国を初めとした新たな輸出先の開拓のために、県でもさま

ざまな市場調査を行ったと承知していますが、米国輸出の市場調査の結果が出

ていれば教えてください。 

 

石川販売・輸出支援課長 米国への市場調査については、現在のところ実施しておりません。 

 

藤本委員    米国への調査はしておらず、アジア地域を中心に行っているということで承

りました。 

        そうしましたら、今後、米国カリフォルニア州のブドウ輸入自由化が完全に

ないとは言えないと思うのですが、それについて伺います。 

        昨年８月にスモモが輸入自由化されまして、ことしは桃が交渉のテーブルに

上っていることがわかりましが、県として、米国産ブドウの輸出自由化の議論

の情報は把握していますでしょうか。 
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鈴木果樹・六次産業振興課長 米国産ブドウの輸入につきましては、現状、植物検疫で通常検

査を受けて持ち込めるものに分類されております。当然、病気とか虫とかがつ

いていると駄目ですけれども、コドリンガとか特別なということではなく、３

０年以上前から輸入はされております。しかし、今般、スモモの輸入解禁、そ

れから桃の交渉ということで、これらがブドウの輸出輸入量に影響しかねない

ということもありますので、県オリジナル品種の普及、また、ブドウの場合は

雨よけ施設の導入などの推進を引き続き行って、より高品質なブドウの生産に

努めていきたいと思っております。 

 

藤本委員    今回、カリフォルニアからスモモ、ブドウが輸入されてくるということで少

し調べました。２０１９年の統計の報告では、カリフォルニア州の農業総産出

額のおよそ７．７％が有機農業の総産出額であり、御承知のとおり、カリフォ

ルニア州は米国内で最大の有機農業を実践されている州であるということが報

告されています。そして、有機農産物の販売額の上位１０品目にワイン用ブド

ウと生食用のブドウが入っています。このことからしても、今後、カリフォル

ニア州から高付加価値なブドウが入ってくることに対して、県として、前もっ

て何らかの対応を考えておくことが必要だと思うのですが、この認識について、

県としてどのようなお考えをお持ちか、お伺いいたします。 

 

鈴木果樹・六次産業振興課長 スモモ、桃、ブドウ等に限らず、輸入の果実に対抗できるよう、

優良品種の選抜、あるいは優良品種等の改植、品質向上、生産コストの低減、

販売等のプロモーション活動など、あらゆる面で差別化、そして産地競争力の

強化を図って対抗していきたいと考えております。 

 

藤本委員    あらゆる手段で対抗していくということですが、先ほどの繰り返しになりま

すが、７月と８月の調査で、カリフォルニア州では、スモモと桃を合わせて６

０種類以上の品種が栽培されている。また、本県のスモモのおよそ１９倍、桃

とネクタリンではおよそ１０倍の生産量であることがわかっていますので、こ

の調査結果から見ましても、カリフォルニア州においては、ブドウにおいても

生産品種や生産量もかなり多様性に富むと思っています。 

        県としましても、高付加価値なブドウが入ってくることを考えて、国を先導

して継続調査を行うなど、今のうちから必要な措置を考えていただきたいと思

います。最後に御所見を伺います。 

 

鈴木果樹・六次産業振興課長 今の委員の御指摘を伺いまして、鋭意取り組んでいきたいと考

えております。 

 

（表彰された方との関係性について） 

臼井委員    先ほど藤本委員から表彰のことについて話がありましたが、実は、数年前に

山日ＹＢＳ農業賞をお取りになられた農家の方がいらっしゃいまして、この農

家の方は、他の農家の方からも非常に評価されている方であります。 

        山日ＹＢＳ農業賞には農政部長も審査員か何かで入っていらっしゃると聞い

ているのですが、そのすばらしい技術を持った農家の方に、その後、県のほう

から全く話も何もなかったということでした。それほど評価されている方であ

れば、県内の農業を振興させていく際にも、いろいろな意味で協力しながらや

っていくことも一つだと思うのですが、県との接点を全く持てなかったと非常

に嘆いていらっしゃった話を聞きました。 

        農業分野も、これからスマート農業など、いろいろとやっていかなければい

けないと思いますけれども、審査に部長が加わっていらっしゃると思いますの
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で、そういった一生懸命民間で頑張っていらっしゃる方々とも連携を取ってい

ただきたいと思いました。そのことをお伺いさせていただきたいと思います。 

 

大久保農政部長 委員御指摘のように、表彰というのは、それまでの御功績、これはいわゆる

技術的な面もあれば、地域の貢献など、さまざまな御貢献があると思います。

それらの内容を、私たちは表彰としてたたえさせていただく、これは当然のこ

とだと思います。それをさらに地域へ普及していただく、これも大きな表彰の

役割だと考えますので、私どもも農業まつりで知事表彰を数多くしており、Ｙ

ＢＳさんもあり、それから先ほどの毎日新聞など、いろいろな表彰があります。

表彰されたものをさらに生かしていただくために、しっかりと普及できるよう

な仕組みを考えていきたいと思っております。 
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主な質疑等  企業局関係 

※第１８１号  令和４年度山梨県営電気事業会計補正予算 

 

質疑     なし 

 

討論     なし 

 

採決     全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。  

 

※所管事項 

 

（電気事業におけるＤＸの取り組みについて） 

長澤委員    電気事業におけるＤＸの取り組みについて伺います。 

        今定例会の知事の所信表明の中で、デジタルリテラシーの向上が最も重要か

つ喫緊の課題として、ＤＸを全庁的に推進し、具体的な方策を検討していると

いうことでありましたが、電気事業におけるＤＸの取り組み状況について伺い

ます。 

 

功刀電気課長  本県の水力発電所の多くは山間僻地にありまして、保安管理業務に係る移動

時間が長いことや自然災害のリスクが大きいことなど、大変険しい環境に置か

れております。また、保安人材の高齢化や新規採用職員の減少など、技術継承

や人材育成も大きな課題となっております。 

        このような課題の解決に向けまして、令和２年度から国の補助金を活用し、

データとデジタル技術を活用した効率的で安全性の高いスマート保安を積極導

入することで、保安管理業務の高度化を図り、水力発電事業におけるＤＸを推

進しているところでございます。 

 

長澤委員    令和２年度からの国の補助金を活用してスマート保安に取り組んでいるとい

うことですが、その具体的な取り組み内容を教えてください。 

 

功刀電気課長  これまでは一部のダムや水力発電所にＷｉ─Ｆｉ環境の整備、ネットワーク

カメラの整備、あるいは水力発電設備の遠隔操作にＩｏＴの導入などを行って

まいりました。 

        本年度につきましては、２つのスマート保安に関する国の補助金が採択され

まして、１つ目としましては、水力発電所の発電計画にＡＩを導入することで、

ＡＩが河川の流入量を予測し、精度の高い発電計画の作成を支援し、発電電力

量の増加や職員の負担軽減につながるシステムの構築を目指しているところで

す。２つ目は、発電所でトラブルが起きた際に、どこにいてもスマートフォン

の画面でダムや発電所の映像データがリアルタイムで確認できるクラウドサー

ビスを導入し、現地職員の遠隔支援や迅速な対応につながるシステムの構築を

目指しているところです。 

 

長澤委員    ＩｏＴやＡＩなどの新技術の導入、スマート保安に積極的に取り組んでいる

ことはわかりました。 

        ただ、今、エネルギー価格の高騰や保安人材の減少など、社会的環境の変化

に対応するためには、より一層のＤＸの推進が必要と思いますけれども、今後
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の取り組みの方針について教えてください。 

 

功刀電気課長  経済産業省におきまして、「水力発電設備における保安管理業務のスマート

化技術導入ガイドライン」が出されておりますけれども、２０２５年をターゲ

ットイヤーに定めて、ドローン巡視点検の普及や巡視点検記録のデジタル化、

ＡＩによる画像データからの異常診断など新技術の導入を目指すこととしてお

ります。このガイドラインに沿いまして、これまでの業務プロセスを変革させ、

効率的で安全性・収益性の高い水力発電所の維持管理を展開してまいりたいと

思っております。 

        また、こうしたＤＸを迅速かつ的確に実現するため、ＤＸ人材を育成し、職

員一人一人がデジタル化、デジタル技術を駆使していくとともに、新しい技術

を積極的に導入してまいります。 
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主な質疑等  産業労働部・労働委員会関係 

※第１７９号  令和４年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中農政産業観光委

員会関係のもの及び第２条繰越明許費の補正中農政産業観光委員会関

係のもの 

 

質疑 

 

       （やまなし食のグリーン・ゾーン応援キャンペーン事業費について） 

臼井委員    産３ページ、プレミアム食事券について伺いたいと思っています。 

        大変好評な事業だったと思っていますけれども、飲食店だけではなく、そこ

と取引している業者の皆様からも、非常にありがたかったという声を直接聞か

せていただいています。 

        まず、これまでのキャンペーンの実績を教えてください。 

 

中澤産業政策課長 これまでの実績でございますけれども、本年２月から３０万セット、額面

にいたしまして３０億円でスタートいたしまして、その後、感染状況などを勘

案しながら、利用期間を１０月末まで延長して実施をしてまいりました。発行

した３０万セットは６月末に完売いたしまして、７月に追加発行した９万セッ

トにつきましても、約２週間で完売したところでございます。 

        また、飲食店の換金状況ですけれども、販売済みの３９万セット、３９億円

のうち、９月末時点で約３６億円を振り込んだところでございます。 

 

臼井委員    ありがとうございます。トータルで３９万セット、３９億円ということだと

思います。 

        今おっしゃったのは換金が３６億円ということだと思いますけれども、私は、

大きな効果があり、いい事業と感じています。ただ、まだ換金が３億円残って

いるということで、１０月末までが期限であるということを理解されていない

方が多いと思います。先日も、「１１月からもう一度やり始めるから、今持って

いるものも１１月以降も使えるんですよね」ということをおっしゃっている方

がいました。実際に、今もそういうことを言っている方がいらっしゃるので、

そういう面から考えると、一旦１０月末で終了し、１１月から新たに第２弾を

スタートする。内容は同じであっても新たなスタートをするということを、混

乱を避けるためにも、しっかりと徹底していただかなければいけないと思いま

すけれども、その点についてはいかがでしょうか。 

 

中澤産業政策課長 委員御指摘のとおり、県民の皆様には食事券を余すことなく使い切ってい

ただくことで飲食店を支援したいと考えております。このため、ホームページ

はもとより、新聞広告やラジオなどのメディアを活用して、１０月末までに御

利用いただくよう周知してまいります。さらに、飲食店とも連携いたしまして、

飲食店の店頭に注意を喚起する印刷物を掲示するなどの対策も講じてまいりた

いと考えております。 

 

臼井委員    それは、本当にきっちりやらないと混乱するというか、誤解を招くのではな

いかと思っていますので、新聞やラジオ、大いに結構だと思いますし、また、

貼り紙をしていただくということも大変ありがたいと思っています。ただ、お

店はお酒も入るところでもありますから、トラブルにならないよう、本当に気

をつけていただきたいと思います。お店側にとってもいいことじゃありません
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し、使う方々にとってもいいことじゃないので、そこは本当に徹底して行って

いただきたいと思っていますので、お願いいたします。 

        それと、第２弾が１１月から始まって、１１月、１２月、１月と、いわゆる

忘年会シーズン、新年会シーズンを見越しておられると思います。食事券とい

うことで、現金じゃないものですから、やはり資金繰りが大変だというお店も

多々あります。今、ＰａｙＰａｙなどもありますし、現金がすぐに手元に入る

わけではありません。そのため、業者の方にお金を払うこともままならないと

嘆く方もいらっしゃいます。事業を歓迎する一方で、そういった声もあります

ので、特に、年末年始でもありますから、換金回数をふやしていただいたとい

うことをお聞きしたこともありますけれども、資金繰りの対策もあわせて、徹

底して検討していただかないといけないと思いますけれども、その点はいかが

でしょうか。 

 

中澤産業政策課長 県では、５月から換金回数を月２回にふやして、飲食店の資金繰りを支援

しているところでございますけれども、委員から御指摘のありました、年末年

始におきますさらなる支援策につきましては、まず、１２月と１月につきまし

ては、飲食店からの換金請求の締切日、いわゆる締め日から振込までの期間を

通常は２週間でやっておりますが、これを約１０日に短縮したいと思っており

ます。それに加えまして、年内最後の振込につきましては、換金請求の締め日

をできるだけ可能な限り後ろに延長しまして、より多くの売上げを対象とした

上で、月末の２８日を目途に振り込むということで、飲食店の資金繰りを支援

してまいりたいと考えております。 

 

臼井委員    ありがとうございます。 

        いろいろな工夫があると思いますので、今おっしゃっていただいたように、

いろいろなものを短くしていただきたいと思います。お金のことですから、き

ちんとした内容のものをお店に求めるでしょうし、それをしっかりとチェック

して、実際にお金を払うというプロセスがあると思いますけれども、そういっ

たところでいかにスピーディーに対応していくかということ、あるいは、お店

にも間違えずに書類を提出していただくなど。年末年始は何かとごたごたする

時期だと思いますから、そういったことも踏まえて、やり取りする事務局にも

そういった話をしっかりと徹底していただきたいと思っています。最後に、そ

こをお伺いします。 

 

中澤産業政策課長 ただいま何点か臼井委員から御指摘いただいた件につきましては、事務局

ともしっかりと意思疎通を図りまして、しっかりと対応してまいりたいと考え

ております。 

 

向山委員    今、臼井委員からありましたグリーン・ゾーンの事業費の関係について伺い

ます。 

        知事との意見交換会の場でもお伝えさせていただいたのですが、前回の追加

発行の際に９万セットがすぐに完売してしまったということがあって、買いた

いけど買えないという方が結構いらっしゃいました。一つの理由としては、効

果がわかっているから大量に買ってしまう人がいること。２０万円分買ったと

か３０万円分買ったという方もいらっしゃったりします。飲食店の皆さんの支

援はわかるのですが、広く県民の皆さんに効果を享受していただくためには、

１１月からの販売分については、そういったところの対策をしっかり対応して

いただきたいと思いますが、そこについてはいかがでしょうか。 
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中澤産業政策課長 委員から御指摘のありました、大量に購入されている方がいらっしゃると

いうことにつきまして、その実態を正確に把握しているわけではございません

けれども、新しいキャンペーンにおきましては、より多くの県民の皆様にキャ

ンペーンに参加していただけるよう、現在は１回の購入につき１人５セットを

上限としておりますが、この上限を引き下げるということを検討してまいりた

いと考えております。 

 

向山委員    ほかの店舗へ行って買えば、上限以上のセットを買えたりもするので、難し

いところがあるとは思いますが、ぜひ、多くの方にこの券を購入いただき、広

く県民の方にこのメリットが享受できるような体制にしていただきたいと思い

ます。 

        もう一点、一消費者の皆さんが買っていただくのはいいのですが、これは確

定的に証拠があるわけではないのですが、聞いた話だと、飲食店、事業所の皆

さんが買って、それを換金するケースもあると聞いています。例えば、８０万

円で買えば１００万円に換金できるので、お店とすれば２０万円分のメリット

になるという、そういうケースがあると聞き及ぶことがありますが、県として

は、そういうケースを確認したことはありますでしょうか。 

 

中澤産業政策課長 ただいま向山委員から御指摘があったような声につきまして、県では、そ

の状況は正確に把握しておりません。 

 

向山委員    現状の１０月末までの方法だと、条件として何も付されておらず、駄目とな

っていないということでいいですか。 

 

中澤産業政策課長 委員御指摘のとおりでございまして、こうした行為についての何らかの規

定があるわけではございません。 

 

向山委員    言い方はあれですけど、飲食店の皆さんが多く買い占めて、それを換金すれ

ば飲食店のプラスになるので、それも飲食店の支援になるという見方もあるの

ですが、本来の趣旨・目的からすると、県民の皆さんに多くの飲食店を利用し

ていただくのが趣旨だと思いますので、１１月から新たに発行するものに対し

て、そこら辺のルールや規定について、どうお考えになっていますか。 

 

中澤産業政策課長 我々といたしましては、グリーン・ゾーンに御協力をいただきました飲食

店のための支援というところもございますので、飲食店の皆さんを信用したい

と考えておりますけれども、仮に、こうした行為が判明した場合、例えば、キ

ャンペーンの参加資格を取り消す、あと換金を認めないなどの対応を検討して、

可能な限りそういったことを明確にしていきたいと考えています。 

 

向山委員    ぜひ、その部分を明確にして取り組んでいただきたいと思います。 

        なかなか難しいのですが、例えば、券には番号が振ってあると思うので、連

番で何十万円分も換金されるようなことによって、その部分で実態も把握でき

ると思いますが、そこら辺は、今後、委託業者の皆さんとどのように検討する

のか、今考えがあればお伺いしたいと思います。 

 

中澤産業政策課長 仮に、そういった行為が行われた場合の事務局におけるチェックですけれ

ども、委員から例示されたような連番のものが持ち込まれる、あるいは、店の

規模とか業態からして換金額がちょっと多いのではないかなどの視点で、事務

局のほうで可能な限りチェックしていくことを考えておりまして、必要に応じ
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まして飲食店に調査をさせていただくような仕組みも含めて、対策を考えてま

いりたいと思います。 

 

向山委員    ぜひ、多くの県民の方に御利用いただき、また、いろいろな店舗の皆さんが

メリットを受けられるような形にしていただきたいと思います。附属している

タクシー・代行の無料チケットも転売禁止となっていますけれども、一部報道

によるとメルカリで売っていたということもありますので、引き続き、そこら

辺も目を光らせていただいて、せっかくいい事業であるので、変な方向に行か

ないよう、県としてもしっかりコントロールしていただきたいなと思います。 

 

 

       （省エネ・再エネ設備導入加速化事業費補助金について） 

        産２ページ、省エネ・再エネ設備導入加速化事業費補助金について伺います。 

        これは、先ほど農政部でもお伺いしたのですが、省エネ・再エネの設備導入

加速化事業費補助金ということで、金額がかなり大きい部分であります。省エ

ネ設備が３００万円を上限、再エネ設備が６００万円を上限ということで、農

家の皆さんももちろん、事業者の皆さんも、これだけの金額を一気に用意して

設備投資をすると、かなりの自己資金がかかってしまいます。先ほどの農政部

の場合では、概算払いも検討していくという御答弁をいただいたのですが、こ

ちらの補助金についてはいかがでしょうか。 

 

中澤産業政策課長 今回の補助金につきましては、事業者の方々の負担軽減という観点からも、

概算払いが可能になるような仕組みとしたいと考えております。 

 

向山委員    ありがとうございます。柔軟に対応していただければと思いますので、ぜひ、

お願いしたいと思います。 

 

       （メディカル・デバイス・コリドー情報発信等強化事業費について） 

        産４ページ、メディカル・デバイス・コリドー情報発信等強化事業費につい

て伺います。 

        この事業費８８０万円余の中で、県外メディアの取材誘致とあるのですが、

県外メディアの取材誘致というのは、具体的に、どのような手法を使って取材

を誘致するのかをお伺いしたいと思います。 

 

行村成長産業推進課長 こちらにつきましては、メディカル・デバイス・コリドー推進計画を

初めとした、県の主要施策及び今後の展開につきまして、海外特派員協会にお

ける記者会見や取材誘致を通じて、広く情報発信を行いたいと考えております。 

 

向山委員    勉強不足なのですが、海外特派員協会は、お金を払うことによって取材を受

けられる体制になっているのでしょうか。 

 

行村成長産業推進課長 海外特派員協会での記者会見自体は、さまざまなやり方がございます

けれども、今回につきましては、広告代理店等を通じまして、会見の場の確保

及び各メディアの誘致を図るための予算計上と考えております。 

 

向山委員    広告代理店を通じて海外特派員協会に取り上げてもらうようにアプローチを

していくというようなイメージでよろしいですか。 

 

行村成長産業推進課長 委員の御指摘のとおりでございます。 
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向山委員    承知しました。 

 

       （副業・兼業人材活用支援事業費について） 

        産８ページ、副業・兼業人材活用支援事業費について伺います。 

        マッチング特設サイトの開設というのは、県がマッチング特設サイトを開設

するという認識でよろしいのでしょうか。 

 

渡辺労政雇用課長 事業の概要につきましては、人材紹介会社サイト内に、本県の副業・兼業

求人情報に特化したサイトを開設したいと考えております。 

 

向山委員    どちらの人材紹介会社のサイトに特設サイトをつくる予定でしょうか。 

 

渡辺労政雇用課長 事業者の選定につきましては、これから検討してまいります。 

 

向山委員    ちょっとイメージが湧かないのですが、人材紹介の会社の中に「山梨県」と

いう項目ができるというイメージでしょうか。どういうところから、その窓口

に入っていけるのか。また、それをどうやって山梨県を探している人たちにア

プローチできるのかというところについて、イメージできる内容をいただけれ

ばと思います。 

 

渡辺労政雇用課長 先ほど申しましたとおり、人材紹介会社のサイト内に、本県に特化しまし

た求人情報の特設ページをつくっていただきます。その中で、企業が出します

求人情報、それから制度や企業の活用事例の紹介なども行い、企業が利用しや

すいような形でページを利用していただくというイメージでおります。 

 

向山委員    県内企業でも、ことしから兼業が解禁された企業も幾つか聞いており、実際

に働き出している知人も何人かおり、広がってくる分野だと思います。このサ

イトがどういう形で運用されるか、また見ていきたいと思いますけれども、ぜ

ひ、いい形でいろいろな人がアクセスしやすいよう、多分、大きい大手の事業

者さんのサイトの中に入ると思いますけれども、そこだけではなく、県もそれ

を共有して、県がもっているいろいろなメディア媒体があると思うので、そう

いうところからも入っていけるような形にしていただきたいと思います。最後

に、そこはいかがでしょうか。 

 

渡辺労政雇用課長 ただいま御指摘のありましたとおり、人材紹介会社の特設サイトだけでな

く、県のホームページへのリンクですとか、検索の際にも、このサイトが上位

に検索できるような工夫をしていきたいと思っております。 

 

       （省エネ・再エネ設備導入加速化事業費補助金について） 

志村委員    産２ページ、省エネ・再エネ設備導入加速化事業費補助金について、もう少

し掘り下げて伺います。 

        まず、確認として、補助先が中小・小規模事業者になっていますけれども、

この中小・小規模事業者とは、法でいうところの、例えば、サービス業であれ

ば資本金５，０００万円以下で常雇用が１００人以下とか、そういうイメージ

の中小企業あるいは小規模事業者という認識でよろしいのでしょうか。 

 

中澤産業政策課長 委員御指摘のとおりでございます。中小企業法に基づいた定義でやってま

いりたいと考えております。 
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志村委員    補助額として１事業所当たりという記載がありまして、例えば、複数事業所

を持っている法人さんが、この事業を活用したいと希望された場合、１事業所

当たりということは、複数事業所がある場合は、それぞれの事業所ごとに対象

となるのか、それとも１法人で上限額１回分となるのか、その辺の仕分はどう

なるでしょうか。 

 

中澤産業政策課長 産業労働部が所管する中小・小規模事業者につきましては、今、１事業所

当たりで限度額を設けておりますが、基本的には１事業者という定義で募集を

していきたいと考えております。 

 

志村委員    承知しました。営業所がいっぱいあるようなところは全部つけられるのかと

いった問合せ等が既にありましたので、「者」ということで確認いたしました。 

        選定方法ですけれども、今後募集をかけていくに当たって期限があるのでし

ょうか。要するに、例えば、先着順になるのか、あるいは、仮に、ある程度見

込みの額をオーバーするくらいの申込みがあった場合、セレクションをするの

か、その辺の考え方はどのようになっているのでしょうか。 

 

中澤産業政策課長 現在考えている募集のスキームにつきましては、一定期間を設けまして申

請の受付をしてまいりますが、基本的には、申請額が予算上限額に達した時点

で締め切りたいと考えておりますので、いわゆる先着順というような形で考え

ております。 

 

志村委員    わかりました。 

        参考までに、見込みとして、省エネ設備、再エネ設備それぞれどのくらいの

量を見込んでいるのでしょうか。 

 

中澤産業政策課長 正確に数量を見込むというのはなかなか難しいのですけれども、予算を編

成するに当たりまして、省エネにつきましては、おおむね１５０万円平均で２

５０件程度、再エネにつきましては、上限６００万円で１０件程度で積み上げ

て積算しております。 

 

志村委員    わかりました。 

        太陽光の６００万円というのは、何キロワットくらいの発電量を想定してい

るのでしょうか。こちらから事例を出すと、例えば、６００万円上限となると

９００万円の事業費になるかと思うのですが、大体４０キロの発電量で、２０

キロの蓄電池のようなイメージかなと。そもそも、９００万円の事業費で６０

０万円の補助の上限を使って乗せられる太陽光発電の量は、どのくらいを想定

していますか。 

 

中澤産業政策課長 ６００万円の上限につきましては、厳密には、ワット数を想定して、蓄電

池を足してという厳密な計算をしているわけではないのですけれども、委員御

指摘のような４０キロワットクラスというのが、中小・小規模の事業者とすれ

ば、最大とまでは言いませんけれども、その程度のものを上限として設定した

上で、その中でやっていただくことが妥当ではないかと判断をしたところでご

ざいます。 

 

志村委員    ちなみに、太陽光の場合は、省エネと違って、更新ではなく新設となってい

るので、新たに載せるということでしょうか。 
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中澤産業政策課長 省エネのほうは更新が対象になります。再エネにつきましては、更新だけ

ではなく新設も可ということにしておりますので、先行してかなり昔に設置さ

れたような太陽光を更新されるような場合も対象になります。 

 

志村委員    その場合、更新にしても新設にしても、新しい太陽光パネルを乗せる必要が

あるのか、あるいは中古を載せるというような事例があった場合、そういうの

は要件とかではねるのか。それを含めて、何か要件設定をするのか。その辺り

の想定はいかがでしょうか。 

 

中澤産業政策課長 中古でも可なのかという御質問だと思いますけれども、まさに、今、詳細

を詰めているところでございますが、省エネ効果が認められるかどうかという

ことにつきましては、新品に変えていただければ非常にわかりやすいのですけ

れども、例えば、中古であっても、その効果が認められるものであれば、それ

は補助対象にしたいという基本的な考え方を持っております。ですので、申請

の段階において、そういった効果をお示しいただき、それを審査するというよ

うな過程を考えております。 

 

志村委員    わかりました。 

        そのほか、こういうことを要件として想定しているというような、何か特出

しするような要件はあるでしょうか。 

 

中澤産業政策課長 そこは交付要綱でお示しさせていただくということになりますけれども、

非常に細かいところになってきますと、例えば、対象となる設備については電

気製品だけではなく、ガスや重油のものを対象とする、あと強いていえば、既

存の物の撤去費は対象としないといったことを、今、検討しているところでご

ざいます。 

 

志村委員    よくわかりました。 

        先ほど、概算払いも可能というお話もありましたけれども、高圧にしても低

圧にしても電気代、いわゆる燃料調整費も含めた単価が、例えば、７月でした

ら低圧に関しては７円だったのが、今は１１円など、非常に上がっています。

しかも、４カ月前の基準でやってくるので、来月には１３円になるということ

です。自己資金の部分は、そうは言っても、ことしに入って電気料金がどんど

ん上がっている中で、当然、事業者さんが負担するのが非常に厳しい面もあろ

うかと思います。なので、概算払とあわせて、例えば、自己資金の部分で借入

れなりをする可能性があると思いますが、借入れの際の何らかのバックアップ

ということを今回想定しているのか、その辺はいかがでしょうか。 

 

三科産業振興課長 県の制度融資の中で、経済変動対策融資がありますので、そちらの対象に

なってくるものもあるかと思いますので、また御相談いただければと思います。 

 

       （やまなし食品産業輸出強化促進事業費補助金について） 

志村委員    産５ページ、やまなし食品産業輸出強化促進事業費についてお伺いします。 

        県内食品産業の販路拡大ということで、ここにはワインの貯蔵庫とか空調設

備とありますけれども、どのようなものが対象になると理解すればよろしいの

か、御説明をお願いします。 

 

三科産業振興課長 県内食品産業の販路拡大を図るために、事業者が輸出を想定している国で
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求められる食品衛生の、あるいは製造過程の管理に係るハサップなどの安全基

準を満たせるように、食品製造事業者が施設の改造・増築・新築を行う場合に

使える補助になっております。 

 

志村委員    食品の輸出ということで、経済産業省の所管になると思うのですが、農政産

業観光委員会なので、先ほども農政部のほうで輸出の話もお聞きしました。 

        今回の補助先は株式会社塩山製作所外とあるのですが、塩山製作所さんのほ

かにもあるのか、補助先が幾つなのかをお聞かせください。 

 

三科産業振興課長 今回の補助先は２件となっております。１件が課別説明書にありますよう

に甲州市のワイナリー塩山製作所になっております。こちらは、アメリカへの

ワイン輸出に向けた貯蔵庫、空調設備の整備が対象になっております。 

        もう一つにつきましては、甲府市の調味料製造事業者でありますテンヨ武田

が実施主体となっておりまして、中国、韓国などへの液体調味料の輸出に向け

まして、認証基準に適合した施設の改修を行うものになっております。 

 

志村委員    塩山製作所さんはＭＧＶｓワイナリーというワイナリーで、私も個人的には

非常に好きなおいしいスパークリングなどをつくっていて、期待しているワイ

ナリーさんです。こうやって支援をしていただいて、そのまま事業効果がスト

レートに出てくるといいのですが、事業効果という面では、どのようにお考え

になっているのかお聞かせください。 

 

三科産業振興課長 事業効果ということでございますけれども、輸出先で、日本の企業だけで

はなく、各国の企業者との市場競争に勝つためには、相手国の食品安全の基準

に沿った施設整備を迅速に行うことが必要かと考えております。そういった中

で、国の１００％補助金という有利な財源を使って実施することで、県の財政

負担がなく、県内事業者の輸出が促進され、その事業者の生産基盤の安定が図

れるというメリット、ひいては、県の産業界につきましても、生産が拡大する

とともに、海外への販路拡大が可能になりまして、食品製造事業者の高付加価

値化に資すると考えております。 

 

志村委員    よくわかりました。やる気のある企業さんとも受けとめられるわけですね。 

        国庫補助とありますが、これはどのような補助金なのでしょうか。全額国庫

補助で事業者さんが半分出すということだと思いますけれども、どういうもの

になるのか、その説明もお願いします。 

 

三科産業振興課長 先ほど、委員から経済産業省というようなお話がありましたが、こちらも

農水省の補助金になっておりまして、６次産業化市場規模拡大整備交付金のう

ちの食品産業の輸出に向けたハサップ等対応施設整備緊急対策事業になってお

ります。 

        補助金につきましては、委員御指摘のとおり、事業者の半分持ち出しがあり

ますが、その半分につきましては、国からの補助金というような形で、県を通

して交付することになっております。 

 

志村委員    国庫補助が出てくるところは農水省ですね、わかりました。 

        これ自体は、手挙げなのか、あるいは幾つか希望の事業者があって選定をか

けているのか、その辺りはどうですか。 

 

三科産業振興課長 こちらについては、全て手を挙げる形になっております。ただ、今回も幾
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つかから選定してという形ではなく、来たもの全て、今のところ国から内示を

いただいておりますので、採択される予定であります。 

 

志村委員    わかりました。 

        今後、輸出に向けて基盤強化をしたい、工夫して取り組んでいきたいという

事業者さんが手を挙げて、また、こういう形で採択されるケースもあると理解

してよろしいのでしょうか。 

 

三科産業振興課長 委員御指摘のとおり、随時受付をしておりますので、国の財源がなくなら

ない限りは交付することになるかと思っております。 

 

討論     なし 

 

採決     全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。  

 

 

※請願第４－ ３号  最低賃金の改善と中小企業支援の拡充を求める意見書の採択を求

めることについて 

 

意見 

 

藤本委員    請願第４─３号の最低賃金の改善と中小企業支援の拡充を求める意見書の採

択を求めることについて、継続審査としたいと思います。 

        その理由は、先日公示されました県内の最低賃金につきましては、３２円の

大幅な引上げがなされたところでありまして、国においても中小企業への最低

賃金の引上げに対する支援策も取られていると考えます。そして、最低賃金に

ついては、新型コロナウイルス感染症や昨今の原材料費などの急激な価格高騰

による雇用や経済への影響を考慮し、国の中央最低賃金審議会の審議を踏まえ

て決定されるものでありまして、中小企業・小規模事業者の経営実態も十分に

考慮し、慎重に判断する必要があると考えます。 

        したがいまして、本請願については継続審査とすることが適当であると考え

ますので、委員の皆様の判断を仰ぎたいと思います。 

        以上です。 

 

討論     なし 

 

採決     採決の結果、継続審査すべきものと決定した。 

 

 

※所管事項 

 

       （岡島百貨店の移転について）  

臼井委員    ２つあるのですが、１つ目は、岡島百貨店の移転についてお伺いさせていた

だきます。 

        今回、ココリへ移転されるということで、店舗面積も７分の１に縮小されま

す。今、岡島に入っているお店が、全てココリに移転するわけではないという
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ことも聞いています。 

        実は、先日、商店街、いわゆる岡島百貨店周辺の商店街の方から、商店街に

空き店舗があるから、例えば、岡島からココリに移転できないお店をそういっ

たところに誘導したらどうだというような意見がありました。こういった話は、

主に甲府市でやるものだとは承知していますけれども、ただ、そうは言っても

甲府のことでもありますから、いわゆる中心市街地の活性化もあわせて、県も

甲府市などと一緒になってやっていったほうがいいのではないかと思っていま

す。その点はいかがでしょうか。 

 

中澤産業政策課長 岡島百貨店の移転を契機といたしました中心商店街の活性化ということに

つきましては、委員御指摘のとおり、地元の甲府市などの今後の取り組みに対

してできるだけ支援をしてまいりたいと考えております。こうしたことから、

先月、県も参加する中で、甲府市の商業の関係課、あるいは甲府商工会議所、

合同会社まちづくり甲府によりまして連絡会議を設置したところでございます。 

        今後は、この連絡会議を活用いたしまして、まずは、関係者の情報共有をし

っかり図る中で、今後の具体的な取り組みですとか、我々県の支援策なども検

討していければと考えております。 

 

臼井委員    その連絡会議の中心となるところはどちらなのでしょうか。 

 

中澤産業政策課長 関係者が集まって、そういう方向になっていったということですけれども、

事務局につきましては甲府商工会議所が持つということになりまして、ぜひ、

県も参加させていただきたいということで立ち上げたものでございます。 

 

臼井委員    わかりました。 

        今回の岡島百貨店の移転で、少なからず、いろいろな不安を抱えている方が

いらっしゃいます。今後の甲府の街はどうなっていくのだろうということを不

安視する方、商店街の方だけではく、市民の方、もっと広く言えば県民の方が

そういった心配をしていることは事実です。 

        関係者が集まって、しっかりと議論をして、県はこれを、市はこっちをとい

うような形で、密に連携を取ることは極めてすばらしく、心強いことだと思っ

ています。 

        これには、産業政策課として参画するということでよろしいのですか。 

 

中澤産業政策課長 まずは、商業の関係ということで、産業政策課が県の立場として参画をさ

せていただきまして、また、今後、必要に応じメンバーを追加するというよう

なことも考えてまいります。 

 

臼井委員    ありがとうございます。本当に心強いことだと思いますので、いろいろと意

見交換をしながら、中心街の活性化に努めていただきたいと思います。 

 

       （デジタル医療分野への参入について） 

        もう一点、お伺いさせていただきます。 

        先日の代表質問で浅川委員からメディカル・デバイス・コリドーの質問があ

り、知事からは、予防医療や健康維持というものに言及された答弁があったと

思います。 

        実は、その少し前に、医療系スタートアップ企業が開発した高血圧の治療用

のスマートフォンアプリが薬事承認され、保険適用されたといったニュースが

ありました。いわゆるデジタル医療といったものについて、厚生労働省もかな
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り積極的に推進していきたいということでした。今、山梨県でも、この間の質

問の答弁の中でもそうですけれども、このメディカル・デバイス・コリドーと

いうのは、参画している企業も順調にふえている。あるいは、部材供給という

面でも、かなり効果が出始めていると思います。これは、今後のことを考える

と非常に大きなビジネスチャンスでもあるのかなと感じているところでもあり

ますので、部材供給も含めて、このデジタル医療分野に対しての参入を積極的

に考えていくべきじゃないかなと思いますが、その点はいかがでしょうか。 

 

行村成長産業推進課長 委員御指摘のデジタル・ＡＩ機器につきましては、本年５月に国で閣

議決定されました医療機器基本計画におきまして、現代の社会的課題を解決す

る新たな技術としてデジタル・ＡＩ技術の具体化に取り組むということで、先

ほど委員が御指摘されたのはＣｕｒｅＡｐｐさんの高血圧用治療アプリと拝察

いたしますけれども、このような日常生活においてリスク因子を無意識化、非

侵襲的に継続モニタリングするもの等につきましては、研究開発を推進する重

点５分野の一つに位置づけられているところでございます。 

        こうした国の動きを踏まえまして、メディカル・デバイス・コリドー推進計

画につきましては、来年度から成長フェーズとセカンドステージに移行するこ

とになりますけれども、この中におきましては、これまでの基本的な柱であり

ますデバイスの部材供給、そして開発支援を通じました参入企業のさらなる成

長促進も重要でございますが、これに加えまして、デバイス以外のソフトウェ

ア等も含めたさまざまな発展的要素の具体化に取り組んでまいりたいと考えて

おります。 

        そのため、本会議でも答弁のありましたとおりでございますが、デジタル・

ＡＩ技術の活用を含めた多分野の参入を促進し、首都圏スタートアップとのオ

ープンイノベーションを促進するなど、県としても、ソフトウェアやデジタル

医療機器の開発を今後後押ししてまいりたいと考えております。 

 

臼井委員    ありがとうございます。 

        山梨県は健康寿命で、全国的にも優れた地だと思っています。私自身の医療

の考え方は、病気になって初めて考えるものと思っておりましたが、先日の質

問と答弁をお伺いし、あるいは、ＣｕｒｅＡｐｐのスマホアプリの話を聞いた

ときに、健康なままでいられるためにどうするのか、病気にならないためにど

うするのかということを、次のメディカル・デバイス・コリドー２．０では、

そういったことを含めて、デジタル医療の分野、予防医療の分野ということに

対して積極的に進めていっていただきたいと思っていますので、よろしくお願

いします。その点について、最後にお伺いして終わりたいと思います。 

 

行村成長産業推進課長 委員御指摘のとおり、これまで健康な人が健康でい続けるための予算

というものは、国全体としても非常に少ない中でございますけれども、今回、

予防医療につきまして、既存のものを準用する形ではございますけれども、保

険適用という形になりました。これまでの我々のメディカル・デバイス・コリ

ドー推進計画につきましては、県内産業について安定化を図るという観点を中

心にしておりましたが、今回はデジタル・ＡＩ技術の活用、また、衛生用品や

健康食品などにおいて幅広い分野の企業参入を図るというところは、メディカ

ル・デバイス・コリドー推進計画が県民の健康、ひいては、その先にある健康

で幸せな生活を支えるという大きな目標に向かって、我々としても邁進してま

いりたいと考えております。 
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主な質疑等  観光文化部関係 

※第１７９号  令和４年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中農政産業観光委

員会関係のもの及び第２条繰越明許費の補正中農政産業観光委員会関係

のもの 

 

質疑 

 

       （峡南地域観光振興事業費について） 

長澤委員    まずは、観２ページ、峡南地域観光振興事業費について伺います。 

        峡南地域の観光振興を図るために、地元自治体と連携して戦略を策定すると

ありますけれども、先日、知事と峡南５町の町長とで峡南地域ネクスト共創会

議を立ち上げました。その会議体が主体で戦略を打つのか、それとも、別の会

議体を立ち上げて戦略を練るのか、その辺を教えてください。 

 

樋田観光文化政策課長 峡南地域ネクスト共創会議のワーキンググループに、観光・サイクル

ツーリズムというワーキンググループがございます。その中で、峡南地域ネク

スト共創会議で決まっている事柄について具体的に詰めていくということでご

ざいますので、峡南地域ネクスト共創会議が親会とすれば、それの子供の会と

いうような位置づけでございます。 

 

長澤委員    そのワーキンググループというのは、各町から代表が出ている形ですか。そ

れとも一般公募とかで入っている方ですか。 

 

樋田観光文化政策課長 ワーキンググループにつきましては、９月２２日に第１回目の観光サ

イクルツーリズムのワーキングを開いたのですが、そこにつきましては、県と

５町の担当者が集いまして、まず、今後どうしていくのかというところのすり

合わせをしました。今後につきましては、観光に関わる皆様にも適宜お入りい

ただいて議論を深めてまいりたいと考えてございます。 

 

長澤委員    一般の公募もあるということですので、今、峡南地域は、ゆるキャンなどで、

いろいろとまちづくりに取り組んでおり、若者が非常にふえています。ぜひ、

そういった方を入れていただきたいと思います。そういった方々を、どのよう

にして公募するのかを教えていただけますか。 

 

樋田観光文化政策課長 先ほどの私の説明が不十分で申し訳ございませんでした。 

        ワーキンググループにつきましては、あくまでも県と５町、及び観光事業者

等の観光に携わる方々でネットワークを組む中で参入をしていただきたいと考

えております。 

        ワーキンググループとは別に、今回の９月補正の一部でもございますけれど

も、専門家も入れたワークショップを開催し、また、セミナーも開催する予定

でございますので、そういったセミナー等については、今後、峡南地域をどう

していくのかという議論を闊達にするために、一般の方の参加も検討してまい

りたいと考えております。 

 

長澤委員    わかりました。ありがとうございます。ぜひよろしくお願いいたします。 

 

       （やまなし教育旅行誘致推進事業費補助金について）  
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        次に、観３ページ、やまなし教育旅行推進事業費補助金についてです。 

        教育旅行の誘致ということで、グリーン・ゾーン認証の宿泊施設を利用する

教育旅行に対して、１人泊３，０００円ということですけれども、県外の学校

等が宿泊場所を選定していくと思うのですが、こういったグリーン・ゾーン認

証を取得している宿泊施設を県外の方々に周知する方法は、どのように考えて

おりますか。 

 

矢野観光振興課長 グリーン・ゾーン認証の施設につきましては、グリーン・ゾーンのホーム

ページで全て公開されておりますので、旅行事業者様及び教育現場の皆様が、

そちらを御覧になりながら選定を進めていただけるものと考えております。 

 

長澤委員    修学旅行誘致にかかる県のパンフレットに、グリーン・ゾーン認証宿泊施設

を利用することで３，０００円を補助しますというような文言を新たに追加す

るようなことは考えておりますか。 

 

矢野観光振興課長 こちらは冊子でございますので、そちらに短期的な臨時の措置というのは

今のところ考えておりませんが、ホームページなどで周知を図ってまいりたい

と考えております。 

 

長澤委員    わかりました。 

 

       （峡南地域観光振興事業費について） 

        もう一点、観４ページ、峡南地域観光振興事業費についてです。  

        シェアサイクル整備事業費の電動アシスト自転車は、ＪＲ身延線の主要駅に

おいて周遊観光のためにレンタルするということですけれども、峡南地域には

市川三郷町と身延町と南部町にＪＲ身延線の駅があるのですが、それぞれ別の

町がばらばらに管理するのは難しいと思っているのですが、電動アシスト自転

車の管理の手法を教えてもらえますか。  

 

丸山観光資源課長 峡南のシェアサイクルにつきましては、現在、ＪＲ身延線主要駅に予定を

しておりますが、シェアサイクルの検討をしていく中で、峡南５町と協議をし

ながら設置場所については、周遊に効果的な場所を選定して設置をしていくこ

ととしております。 

 

長澤委員    詳しくは決まっていないということでよろしいですか。 

 

丸山観光資源課長 事業内容としましては、走行性の高いＥバイクなどの電動自転車を、峡南

の各町にシェアステーションという形で設置をしていくということで予定をし

てございます。 

 

長澤委員    ちなみに、電動アシスト自転車は、何台設置する予定ですか。 

 

丸山観光資源課長 今回の予算で要求させていただいているのは、５つのステーションに各１

０台で５０台を予定してございます。 

 

長澤委員    わかりました。 

        峡南５町でやるということですけれども、富士川町と早川町には駅がないの

ですが、富士川町には道の駅富士川もありますし、早川町にも一応あるのです

が、そういった道の駅を活用するということも考えておりますか。 
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丸山観光資源課長 委員御指摘のとおり、周遊に適したところ、人が集まるところ、連結点と

いうようなところも考えながら、シェアステーションの設置を考えております。

富士川町であれば道の駅もございますし、早川町であれば奈良田の温泉がある

ところを候補として考えてございます。 

 

       （やまなし教育旅行誘致推進事業費補助金について）  

水岸委員    観３ページ、やまなし教育誘致推進事業費補助金について伺います。 

        既に、令和３年度予算の繰越事業に実施しているということは承知していま

すが、今回の追加的に計上することになった経緯について、まず、伺いたいと

思います。 

 

矢野観光振興課長 令和４年３月から、この事業募集を開始しまして、令和４年９月２８日の

最新の時点でございますけれども、申込みが３万５，９３９人泊ということで、

予算上限４万人泊に対して、既に８９．８％の申込みがあるという状況でござ

います。 

        今後の見込みにつきまして大手旅行事業者などに確認したところ、この下半

期で昨年度の倍に相当する人数が見込まれるという意見があったことから、こ

の需要見込みどおりになった場合、予算額が約１万人泊分不足するということ

が想定されますので、追加計上をさせていただくことといたしたものでござい

ます。 

 

水岸委員    どのような地域から教育旅行が増加しているのか。また、その要因は何なの

かについて伺います。 

 

矢野観光振興課長 昨年度、令和３年度と比較いたしまして、まず埼玉県が１１倍となってお

り、昨年度４校だったものが４４校。千葉県が５．５倍、昨年度６校だったも

のが３３校。愛知県が２．４倍、昨年度１７校だったものが４１校。このよう

なところが多く来ている地域でございます。 

        要因につきましては、旅行会社からの聞き取りにおきましては、やまなしグ

リーン・ゾーン認証による安全性に加えまして、青木ヶ原樹海ネイチャーガイ

ドツアーに代表されるような本県の自然体験など特別な教育旅行環境が評価さ

れているといったことでございます。 

        また、圏央道ですとか、須走・御殿場バイパス、あるいは中部横断自動車道

の交通インフラ等が充実したことによりまして、より遠方からの来県が容易に

なったことも、増加する要因と考えているところでございます。 

 

水岸委員    ８９．８％というのは、非常に高い需要があると感じていますけれども、ど

のような体験に人気があるのか教えていただきたいと思います。 

 

矢野観光振興課長 令和４年度の実績におきましては、１８０グループ中５５グループが青木

ヶ原樹海ネイチャーガイドツアー、４５グループがリニア見学センター、同じ

く４５グループが富士急ハイランド、２５グループが富士山５合目、このよう

なところが人気の体験スポットになっております。そのほか、農村体験ですと

かカヌー、カヤック、グラススキーなど、本県が誇る豊かな自然環境の中での

体験学習に非常に人気があるという状況でございます。 

 

水岸委員    最後に、順調に誘致が進んでいるようですけれども、さらなる誘致促進のた

めに、今後どのような展開を考えているのかお聞かせください。 
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矢野観光振興課長 これまでの取り組みによりまして、多くの教育機関に本県の安全性ですと

か、教育旅行環境がＰＲできてきたと考えているところでございます。 

        一方、本県への教育旅行を定着させていくためには、本県の強みを生かした

コンテンツの充実を図っていく必要があると考えております。豊かな自然を生

かした本県ならではの体験プログラム、それから、自然体験だけでなく文化・

芸術体験などを充実させることで、京都、東京など教育旅行の定番目的地との

差別化を図りまして、さらなる誘致促進につなげていきたいと考えております。 

 

       （峡南地域観光振興事業費について） 

志村委員    観４ページ、先ほど長澤委員から質問がありました、シェアサイクルの件で

お聞きいたします。 

        ５ステーションそれぞれ１０台で５０台という説明でしたが、自転車を購入

して設置するという理解でよろしいですか。 

 

丸山観光資源課長 シェアサイクルにつきましては、自転車を購入してステーションを整備し

て運用まで、全て委託することを考えてございます。 

 

志村委員    その際に、５カ所全てを網羅的に一括して管理運営する事業者というイメー

ジなのか、あるいは峡南の地元の事業者さんが、５カ所それぞれを別に担当す

るイメージなのか。その辺りの工夫などは考えられているのですか。 

 

丸山観光資源課長 委託に対しましては、今、プロポーザルを予定してございまして、そちら

でいい提案をいただきたいと考えているところでございますが、委員御指摘の

とおり、地域の事業者を使うということは、一つ念頭にあるのかなと思います

ので、参考にさせていただきたいと思います。 

 

志村委員    二輪業界は今、電気システムも普通の自転車も、非常にシェアが小さくなっ

てきており、県内の事業者さんもこういったことに参画ができるということで

希望を見出せるのかなと、この事業をお聞きして思いましたので、そういった

対応をしていただけることにつながればありがたいと思います。 

 

       （信玄公祭り甲州軍団出陣等事業費補助金について）  

        その下の信玄公祭り甲州軍団出陣等事業費補助金についてお聞きします。 

        抗原検査キットの配布となっているのですが、どのくらい検査キットを配布

するのか、想定量はあるのでしょうか。 

 

丸山観光資源課長 信玄公祭りの抗原検査のキットでございますが、今は６，０００人を想定

させていただいてございます。これについては、イベントへの参加者、甲州軍

団出陣ですとかパレード出陣参加者、そのほかに運営スタッフ、警備員、ボラ

ンティア、県機構の職員等でございまして、合わせて６，０００人という想定

でございます。 

 

志村委員    わかりました。 

        具体的には、観光推進機構への補助となっているので、機構で、今言われた

該当される６，０００人の方に事前にお送りして検査してきていただくという

イメージですよね。それをどのように判定するのか、確認のスキームや体制は

どうなるのですか。 
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丸山観光資源課長 確認につきましては、事前に２日前、４８時間前と決まってございますの

で、検査を自分でしていただいて、その結果を当日に確認するということで考

えてございます。 

 

       （やまなしグリーン・ゾーン宿泊割・旅割事業費について） 

志村委員    観２ページ、やまなしグリーン・ゾーン宿泊割・旅割事業費についてです。 

        いよいよ１０月１１日からということで、年内に大きく観光に動いていただ

いて、山梨県内に宿泊していただければということです。確認ですけれども、

これは基本的に今までやっていたものと利用する際の要件、例えば、ワクチン

接種３回とか陰性証明とか、そういうのは期間内変わらず同じような用件で利

用する前提でしょうか。 

 

樋田観光文化政策課長 委員御指摘のとおり、今、ブロック割をやっておりますけれども、そ

れは１０月１０日までですが、それを全国に拡大するということでございます。

国の方針に基づきまして、ワクチンにつきましては３回、県民の場合は、今の

ブロック割でもそうですけれども２回接種で、あるいは陰性証明ということで、

そこは変わってございません。 

 

       （信玄公祭り甲州軍団出陣等事業費補助金について）  

向山委員    信玄公祭りで確認したいのですが、この中で抗原検査キットとありますが、

抗原検査キット以外に、例えば、マスクの着用などは、どういう予定でしょう

か。昨日の首相の所信表明演説では、屋外では原則マスク不着用という国の方

針が示された中で、どういう体制で臨むのかを確認したいと思います。 

 

丸山観光資源課長 感染防止対策につきましては、実行委員会が計画に基づいて実施をいたし

ますが、具体的な内容といたしましては、会場各所での検温装置の設置、消毒

液の配備に加えまして、マスクの着用を周知するための看板を設置することと

しております。 

        また、軍団出陣の参加者等につきましては、信玄公のオフィシャルマスクを

用意いたしまして、着用をお願いするところでございます。その他、甲州軍団

出陣の行進の際に掛け声をかけるのですが、今回は、そういったことは行わず、

代わりに音響を活用した演出を行うことで対策を取ることとしております。 

 

向山委員    万全な対策だと思うのですが、その一方で、国とすればなるべく緩和してい

くという考え方で、今回、抗原検査キットで陰性を証明された方がいらっしゃ

るわけですよね。なおかつ、検温でも異常がなく、掛け声も出さないけどマス

クをするというのは、どういう判断なのですか。 

 

丸山観光資源課長 マスクにつきましては、コロナ感染予防ということに加えまして、以前、

「ネットで信玄公」というのを令和２年にさせていただいたのですが、そちら

でマスクコンテストをさせていただきまして、そのマスクを信玄公祭りの甲州

軍団出陣で使用するということでやっておりましたので、軍団の出陣について

はマスクをしていただくということでございます。 

 

向山委員    承知しました。 

        開催の時期までには感染者数が落ち着いているような状況もあると思うので

すが、参加者の方についてはわかったのですが、来場された方々にはどういっ

た指導をされるのでしょうか。基本的にマスクを着用して参加してもらう形に

なるのでしょうか。 
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丸山観光資源課長 観光客というか、見物人ということになるかと思うのですけれども、そう

いった方たちには滞留しないように促します。また、飲食する場についてはパ

ーティションを設置し、マスクや消毒の徹底をしていただくというようなこと

を考えてございます。 

 

向山委員    開催に向けていろいろと御尽力いただいている中で、状況も日々変わります

し、国の方針もいろいろ表現が変わるところがあると思いますので大変だと思

いますが、来た方々に、過度にいろいろな部分で対立を生まないような状況を

つくっていただきたいと思います。 

 

       （新たな価値を生み出す美術館ビジョン策定事業費について） 

        もう一点、観５ページ、新たな価値を生み出す美術館ビジョン策定事業費に

ついてです。 

        質問等でも取り上げられていて、わかる部分もあるのですが、なかなかイメ

ージしにくいところがあります。実際に、この予算を使ってどういう事業者さ

んに具体的に何をお願いするのかというとこについて、御説明いただきたいと

思います。 

 

柳沢文化振興・文化財課長 まず、当該事業につきましては、大きく分けて３つの項目がござ

います。一つは、メタバースの構築でございます。一つは、その中で展開して

いくデジタルアートの作成・展示でございます。もう一つは、体験機会の創出

ということで、メインターゲットは子供、中学生になりますが、こういった方々

にメタバースを体験していただくという３点でございます。 

        このようなことですので、どういった事業者になるかといいますと、メタバ

ースを構築することができる事業者になります。また、デジタルアートの作成・

展示ということになりますので、アーティストにもお声をかけさせていただく

必要がございます。こういった事業者にメタバースの構築とデジタルアートの

作成と展示をお願いするものでございます。 

 

向山委員    事業者は決定をされているのか、今後どういう形で募集するのかを確認しま

す。 

 

柳沢文化振興・文化財課長 事業者は、まだ決定してございません。 

        １１月には一部メタバースの運用開始を目指してございます。そこで、現在

その準備をしているところでございまして、今後プロポーザルを実施いたしま

して、メタバース空間を構築する事業者などを選定してまいりたいと考えてお

ります。 

 

向山委員    ありがとうございます。 

        １１月に運用開始だと、ある程度下話をしてやられているということですか。

今から、何もなしで事業者さんを決めてやるというのか、ある程度めどをつけ

ながら計画されているというような状況でしょうか。 

 

柳沢文化振興・文化財課長 予算要求に当たりましては、私どもも処々研究をしてまいりまし

た。それを踏まえまして仕様書を作成して、あらかじめ多くの方々に御覧いた

だけますように、利用条件をつけまして、現在公表しているところでございま

す。これを踏まえて、より多くの事業者に御参画をいただければと考えており

ます。 
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向山委員    ありがとうございます。 

        この美術館ビジョンの策定事業は、全体の美術館のビジョンを新しくつくっ

ていくという考えでいいのですか。 

 

柳沢文化振興・文化財課長 委員御指摘のとおり、今後、今まで美術館が構築してまいりまし

たアイデンティティーをさらに向上するとともに、新たな価値を生み出す美術

館となるためにはどのような取り組みが必要なのかということを、このビジョ

ンの中で方向性を示してまいりたいと考えてございます。 

 

向山委員    最後に一点、自分の意見なのですが、大体の皆さんは、甲府駅から美術館へ

行く際には美術館通りを使うと思います。美術館通りは、その名前だけで、美

術館にたどり着くまでのストーリーや物語が何もない状況です。例えば、すぐ

に道路を何かに変えるというのは難しいと思いますので、デジタルを使うので

あれば、例えば、ＡＲやＭＲ、仮想現実などと一緒にあわせた中で、美術館通

りを一緒に楽しんでもらえるようなものを観光バスと一緒に見てもらったらど

うでしょうか。美術館通りという名前があっても、その名前だけで、美術館に

関係するものがない気がするので、それをミレーの落ち穂拾いなどに関連する

ところが見えるとか、ビジョンの中にそういうことを入れてもらいたいと思う

のですが、最後に御所見いただいて終わります。 

 

柳沢文化振興・文化財課長 現在、ビジョンを策定しているところでございますけれども、今

回、先行して実施いたします事業を踏まえまして、どのような形で美術館を楽

しんでいただいているのかということは、いただいた御意見も参考にしながら

検討してまいりたいと思っております。 

 

志村委員    今のところで関連してお聞きするのですが、６月に、このビジョンの策定の

補正が出ていましたが、受託した業者名を教えてください。 

 

柳沢文化振興・文化財課長 事業者名は、エデルコート・イーストになります。 

 

志村委員    それは東京にある事業者さんということですか。 

 

柳沢文化振興・文化財課長 エデルコート・イースト自体は、主たる事業者は都内にございま

す。 

 

志村委員    そこの事業者さんが、メタバースの構築やデジタルアートの作成・展示をす

るわけではなく、それはまた別に公募するということでしょうか。 

 

柳沢文化振興・文化財課長 委員御指摘のとおり、ビジョンの策定事業者は、ビジョンを策定

することに集中して業務を行います。メタバースの構築とは別となっていまい

ります。 

 

志村委員    先ほど、仕様書をつくって公表されているということでしたが、私も不勉強

ではありますが、これは議決後に募集をかけていくというスケジュールになる

のでしょうか。先ほど、１１月には公開したいと言っていましたけれども、そ

の時点で成果品が全て納入されるというスケジュールなのでしょうか。 

 

柳沢文化振興・文化財課長 委員御指摘のとおり、これは議決案件でございますので、議決さ
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れた後に効果が発動することとなります。事業者には１１月末までに、事業の

一部で、まずは作品の展示というところを集中してやっていただこうと思って

おります。その後、新たな展示ですとか、ワークショップといったものも、今

後実施してまいりたいと思っております。 

 

討論     なし 

 

採決     全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。  

 

※所管事項 

向山委員    一点だけ、甲府城南側のお堀のところで、観光文化部の埋蔵文化財センター

で石垣を安定させるための胴木が見つかったというニュースがあったのを承知

しています。今後の保存など決まっていればお伺いしたいと思います。 

 

柳沢文化振興・文化財課長 現在、お堀の整備に先駆けて発掘調査をしてございます。この中

で、委員御指摘の胴木も発見されたところでございます。別途、このお堀の整

備に当たりましては、有識者からなる委員会を設置してございます。今後、委

員会によります議論を数回踏まえまして、どのような保存の方法があるのかを

検討してまいりたいと思っております。 

 

向山委員    復元をする中で、その部分を残していくということも可能性としてあるので

すか。それとも、研究材料として、文化財の資料としてだけ取っておいて、お

堀の復元は復元としてやっていくなど、そこら辺はどうなりそうですか。 

 

柳沢文化振興・文化財課長 発掘調査によりまして発見された胴木につきましては、復元をす

るという方法もございますれば、埋設保存と申しまして、調査研究をした上で

土にまた戻していくという手法もございます。どの方法が適切なのかというこ

とは、委員会の中でしっかり検討してまいりたいと思います。 

 

 

 

その他   ・本委員会が審査した事件に関する委員会報告書の作成並びに委員長報告につい

ては委員長に委任された。 

      ・閉会中もなお継続して調査を要する事件については配付資料のとおり決定され

た。 

      ・閉会中の継続審査案件に関する調査の日時・場所等の決定は委員長に委任され

た。 

      ・県内調査を１０月２５日に実施することとし、詳細については後日連絡するこ

ととした 

      ・本委員会が８月３１日から９月２日にかけて実施した県外調査については、議

長あてにその報告を提出したことが報告された。 

 

 

以    上  

 

 

農政産業観光委員長 清水 喜美男   


